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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

第３四半期
連結累計期間

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

売上高 (千円) 6,229,063

経常利益 (千円) 183,314

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) 105,278

四半期包括利益 (千円) 104,341

純資産額 (千円) 1,181,781

総資産額 (千円) 2,854,267

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 53.88

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

(円) －

自己資本比率 (％) 41.4
 

　

回次
第25期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 23.23
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期連結累計期間

及び前連結会計年度の経営指標等については、記載しておりません。

５．前事業年度まで、補助金相当額である介護職員処遇改善加算を売上原価に含まれる労務費から控除して算定

しておりましたが、平成27年度介護報酬改定に伴う介護職員処遇改善加算制度の継続及び拡充に伴い、当事

業年度より売上高に計上しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事

項　追加情報＜平成27年度介護報酬改定に伴う介護職員処遇改善加算の会計処理について＞」に記載してお

ります。　

 
 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 （介護事業）

 第２四半期連結会計期間より、新たに設立した上海福原護理服務有限公司を連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行ってお

りません。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府による経済政策や日銀による金融緩和を背景として、

企業収益の改善や設備投資の増加、雇用情勢の改善等が進み、景気は緩やかな回復基調が続きました。しかしなが

ら、円安による物価上昇や消費マインドの低迷等により個人消費の持ち直しには遅れが見られるとともに、不安定

な海外経済の動向も懸念され、先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。

介護業界におきましては、国内の高齢化が進む中、介護サービスの需要は高まり、介護サービス受給者数及び介

護給付費は増加しております。その一方で、介護サービスを提供するために必要な有資格者をはじめとした人材の

確保が、介護事業者にとって引き続き大きな経営課題となっております。

また、平成27年４月には介護保険法が改正され、介護スタッフの賃上げにつながる処遇改善及びサービスの質の

向上に取り組む事業者には加算を拡充する一方で、増大する介護費用を抑制するために、介護サービス全体で平均

して4.48％の報酬単価の引き下げが行われました。このような状況の下、当社は早くより今後の介護業界の変化を

見据えた戦略の見直しを実施し、既存事業の強化及び業務効率化を目的とした体制強化と先行投資を実施してまい

りました。

当社の介護サービスの中核であるデイサービスでは、従前から進めている東京23区を中心としたドミナント戦略

によって、東京23区のみに与えられた最も高い地域区分単価が９割以上の事業所で適用されています。また、研

修・教育体制の強化によって介護福祉士等の資格保有者の人数を継続して増加させたこと、重度の要介護者を積極

的に受け入れたことにより、サービス提供体制強化加算及び中重度者ケア体制加算の取得を推し進めてまいりまし

た。従って、介護保険の基本報酬の引き下げによる当社への影響は、サービスの質の向上及び体制強化等による取

得加算分と相殺された結果、現時点で非常に軽微であります。

当第３四半期連結累計期間においても、引き続き東京23区を中心としたドミナント戦略を推進してまいりまし

た。一方で事業所の出退店につきましては、対象となる地域の顧客データやテナント賃料、建設コストなどを慎重

に見極め判断を行っております。新規出店では、平成27年４月に東京都北区にJR東日本グループが開設した子育て

支援と高齢者福祉の複合施設である「COTONIOR（コトニア）赤羽」内に、「デイサービスセンターコトニア赤羽」

と「ケアプランセンターコトニア赤羽」を開設いたしました。事業所の統合・閉鎖等に関しては、ドミナント戦略

を推進する中で、さらなる合理化を目的として実施いたしました。平成27年４月に東京都北区の「デイサービスセ

ンター東十条」と「デイサービスセンター桐ヶ丘」を統合し閉鎖いたしました。同月、「訪問入浴鶴見」と「訪問

入浴池上」を他事業所と統合し閉鎖いたしました。平成27年５月には、「訪問介護池上」を他事業所と統合し閉鎖

いたしました。平成27年９月には、東京都杉並区の「デイサービスセンター八幡山」を閉鎖いたしました。

また、既存事業の強化を図り、新たな取り組みとして平成27年６月よりデイサービス事業において日曜営業を開

始いたしました。当第３四半期連結累計期間末までに既存の７事業所にて日曜営業を実施し、当連結会計年度末ま

でに12事業所まで拡大する予定です。

さらに、高い品質のサービスを提供し続けるために、定着率の向上を目的とした従業員の処遇改善と研修体制の

充実に一層の注力を図っております。

介護保険法改正や日曜営業開始に伴う準備対応、パート社員の正社員契約への促進、人材採用コストの上昇は

あったものの、主力のデイサービス及び昨年度に新たに施設を開設したサービス付き高齢者向け住宅において、稼

働率が改善しております。
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また、平成27年８月には、中国上海市に完全子会社である上海福原護理服務有限公司を設立いたしました。経済

成長が著しく少子高齢化が進行する中国において、介護先進国である日本で積み上げた介護実績をもとに、質の高

い介護サービスを提供してまいります。すでに現地の複数の医療介護グループと業務委託契約を締結し、職員向け

の介護研修講座を実施いたしました。今後は、訪問入浴、訪問介護などの日本式介護サービスの提供を目指してま

いります。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は6,229百万円、営業利益は173百万円、経常利益は183百万円、

親会社株主に帰属する四半期純利益は105百万円となりました。

 
セグメント別の業績は次のとおりであります。

①　介護事業

当事業におきましては、売上高は4,587百万円、セグメント利益は381百万円となりました。

②　エンゼルケア事業

当事業におきましては、売上高は1,232百万円、セグメント利益は288百万円となりました。

③　サービス付き高齢者向け住宅事業

当事業におきましては、売上高は408百万円、セグメント損失は4百万円となりました。

 
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

介護保険法は施行後５年に一度法律全般が改正され、又、３年に一度介護報酬改定が行われることになっており

ます。法令の変更により、当社が現在行っている事業活動に支障をきたし、又、採算性等に影響を受ける可能性が

あります。

エンゼルケア事業においては、湯灌サービスの認知度が高まることにより、他の事業者の参入により、競争が激

化する可能性があります。更に葬儀形態の多様化により、湯灌サービスの利用が減少した場合、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。

 
(5) 経営戦略の現状と見通し

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、以下の点を経営戦略として位置づけております。

①　介護事業におけるデイサービス施設数の増加

東京23区へのドミナント戦略による集中と事業内容の深化に取り組んでまいります。

②　エンゼルケア事業の営業基盤の充実

介護保険制度改定の影響を受けない収益源として、更なる営業基盤の充実とサービスの向上を目指し取引先で

ある互助会及び葬儀社との良好な関係の維持発展を図ってまいります。

③　サービス付き高齢者向け住宅の展開

東京近郊４県に限定し、多額な一時金もなく、安い料金で安心して生活できるよう、高齢者に優しいバリアフ

リーの住居に当社自らが行う住宅サービス(食事・見守り等)と特定施設入居者生活介護サービス(介護保険適用)

を併せもつ「サービス付き高齢者向け住宅」の管理・運営事業を展開してまいります。

④　サービスの質の向上

人材開発と理念の浸透のため教育の充実を図り、技術の向上はもとより、従業員の意識の統一に力点を置い

て、更なる人材育成に注力してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,760,000

計 5,760,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,100,000 2,100,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(グロース)

単元株式数
100株

計 2,100,000 2,100,000 ― ―
 

(注)　発行済株式のうち20,000株は、現物出資(金銭消費貸借契約５百万円)によるものであります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

― 2,100,000 ― 205,125 ― 138,075
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式 

158,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,940,900
19,409　 ―

単元未満株式
普通株式        

400
― ―

発行済株式総数
　　　　　
2,100,000

― ―

総株主の議決権 ― 19,409　 ―
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。又、「議決権

の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ケアサービス
東京都大田区大森北
一丁目２番３号

158,700 ― 158,700 7.55

計 ― 158,700 ― 158,700 7.55
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1)新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

就任年月
日

常勤監査役 － 渡辺　桂 昭和29年５月31日生

昭和54年４月 ソニー株式会社入社

（注） －
平成27年
11月20日

平成８年４月 同社半導体事業本部

企画部統括部長

平成15年４月 ソニーLSIデザイン

株式会社取締役執行

役員副社長

平成26年４月 当社入社　副サポー

トセンター長

平成27年11月 当社常勤監査役就任

（現任）
 

(注）退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成29年３月期に係る定

時株主総会の終結の時までであります。

 

(2)退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

常勤監査役 － 太田　健太郎 平成27年11月20日
 

 

(3)役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
執行役員
副サポートセンター長

取締役
執行役員
経営企画部門長

福原　俊晴 平成27年11月21日
 

 

(4)異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　 男性７名　女性１名　（役員のうち女性の比率12.5％）　
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しておりません。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          (単位：千円)

          
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 610,228

  売掛金 1,283,710

  商品 489

  原材料及び貯蔵品 8,651

  その他 91,774

  貸倒引当金 △370

  流動資産合計 1,994,484

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物（純額） 290,043

   その他（純額） 46,823

   有形固定資産合計 336,866

  無形固定資産 137,847

  投資その他の資産  

   敷金及び保証金 287,614

   その他 97,861

   貸倒引当金 △407

   投資その他の資産合計 385,068

  固定資産合計 859,783

 資産合計 2,854,267

負債の部  

 流動負債  

  買掛金 146,885

  1年内返済予定の長期借入金 238,747

  未払費用 278,252

  未払法人税等 14,430

  賞与引当金 29,765

  その他 289,429

  流動負債合計 997,510

 固定負債  

  長期借入金 474,009

  退職給付に係る負債 84,147

  その他 116,818

  固定負債合計 674,975

 負債合計 1,672,486
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          (単位：千円)

          
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 205,125

  資本剰余金 138,075

  利益剰余金 956,734

  自己株式 △117,356

  株主資本合計 1,182,578

 その他の包括利益累計額  

  為替換算調整勘定 △796

  その他の包括利益累計額合計 △796

 純資産合計 1,181,781

負債純資産合計 2,854,267
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 6,229,063

売上原価 5,426,837

売上総利益 802,225

販売費及び一般管理費 628,822

営業利益 173,402

営業外収益  

 事業所閉鎖損失引当金戻入額 3,133

 その他 12,110

 営業外収益合計 15,244

営業外費用  

 支払利息 3,476

 その他 1,856

 営業外費用合計 5,332

経常利益 183,314

税金等調整前四半期純利益 183,314

法人税、住民税及び事業税 34,144

法人税等調整額 43,892

法人税等合計 78,036

四半期純利益 105,278

親会社株主に帰属する四半期純利益 105,278
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 105,278

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 △140

 為替換算調整勘定 △796

 その他の包括利益合計 △936

四半期包括利益 104,341

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 104,341
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 第２四半期連結会計期間より、新たに設立した上海福原護理服務有限公司を連結の範囲に含めております。

 

(追加情報)

　＜平成27年度介護報酬改定に伴う介護職員処遇改善加算の会計処理について＞

　平成24年度の介護報酬改定において、平成23年度まで実施されていた「介護職員処遇改善交付金」の介護報

酬への移行を円滑化するため、「例外的かつ経過的な取り扱い」として介護職員処遇改善加算が創設されまし

たが、その例外的かつ経過的な取り扱いと、平成27年度の介護報酬改定で予定されていた見直しに着目し、売

上原価に含まれる労務費から当該金額を控除する会計処理を継続してまいりました。しかし、平成27年度の介

護報酬改定において、介護職員の安定確保とともにその資質の向上が課題とされる中で介護職員処遇改善加算

の「例外的かつ経過的な取り扱い」の文言が削除され、その拡充が図られております。このため改定後の介護

職員処遇改善加算175,045千円については、介護報酬として売上高に計上するとともに同額を労務費として売上

原価に計上しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

 

(四半期連結損益計算書関係)

  該当事項はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

減価償却費 107,570千円
 

 

(株主資本等関係)

　　当第３四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)

１.　配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月22日
定時株主総会

普通株式 22,770 11.50 平成27年３月31日 平成27年６月23日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　 当第３四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日 至　平成27年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２介護事業

エンゼルケア
事業

サービス付き
高齢者向け
住宅事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 4,587,585 1,232,791 408,686 6,229,063 － 6,229,063

 セグメント間の内部売上高
　又は振替高

－ － － － － －

計 4,587,585 1,232,791 408,686 6,229,063 － 6,229,063

セグメント利益又は損失(△) 381,053 288,826 △4,484 665,396 △491,993 173,402
 

(注) １. セグメント利益又は損失（△）の調整額491,993千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

491,993千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 53円88銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 105,278

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

105,278

普通株式の期中平均株式数(株) 1,953,825
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成28年２月10日

株式会社ケアサービス

取締役会　御中

　

京都監査法人
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　　高津　靖史　　　印

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　　齋藤　勝彦　　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケア

サービスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日か

ら平成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケアサービス及び連結子会社の平成27年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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